
CSR
基本方針

環境行動指針

１．安心・安全な環境配慮設計、顧客サ－ビスに積極的に取り組みます。

２．省エネ・省資源・リサイクルに継続的に取り組みます。

３．環境に関する法令を遵守し、企業の社会的責任を遂行します。

４．環境目標を設定し、環境マネジメントシステムの活用と目標達成に努めます。

５．環境方針と環境行動指針及び取り組み実績を定期的に公開します。

環境指標と目標

環境マネジメント推進体制

　当社グループは、経営層をトップとする環境マネジメント体制のもと、各部門での環境負荷低減への取り組みを推進していま

す。また、カーペット生産部門においてはISO14001（環境マネジメントシステムに関する国際規格）の認証を取得しています。

サーキュラーエコノミー型事業活動の確立

　当社グループはグループ全体でサーキュラーエコノミー型事業活動の構築を目指し、環境負荷低減に貢献すると共にグ

ループの健全な成長に向け積極的に取り組んでいきます。

確立に向けた取り組み ①

＜タイルカーペットリサイクルプラント　導入からフル稼働へ＞
　2021年、タイルカーペットの主力生産拠点である滋賀東リ

（株）に「タイルカーペットリサイクルプラント」を導入しました。

　タイルカーペットのパイル層（表面繊維層）とバッキング

層を分離することなくリサイクルチップに加工し、タイル

カーペットのバッキング層の一部として再利用しています。

　2022年度以降は、ラインのフル稼働を計画しており、工

場端材等のグループ内排出物のリサイクルにとどまらず、

広域認定制度を利用した市中廃材の回収・処理も拡大し、

環境負荷の低減に貢献します。

確立に向けた取り組み ②

＜リサイクル材使用商品の拡大＞
　当社グループは、産業廃棄物の削減に向けて、リサイクル

材の利用拡大を推進しています。

　おもな取り組みとしては、使用済み農業用ビニルからの

塩化ビニル樹脂を原材料の一部として再利用する製造技術

を40年以上前から確立し、さまざまな商品に利用すること

で産業廃棄物の削減に貢献しています。

ハウス栽培などで使用される農業用ビニル  

＜塩化ビニル樹脂：リサイクル材料の使用割合＞
　2021年度リサイクル材料の塩化ビニル樹脂割合は、28％

（使用済み農業用ビニルからの塩化ビニル樹脂が10％、そ

の他リサイクル材料からの塩化ビニル樹脂が18％）となり

ました。

　当社グル－プは、現状のリサイクル材や工場内リサイクル

にとどまらず、広域認定制度を活用した使用済みタイルカー

ペットの市中廃材回収拡大にも積極的に取り組み、「TOLI
完全循環型リサイクルシステム」を推進しています。

● サーキュラーエコノミー型事業活動の確立 → P.16
● 環境指標　実績と推移 → P.18
● TCFD提言に基づく情報開示と対応 → P.20

地球環境保全を人類共通の重要な課題と認識し、事業活動において環境負荷低減に取り組み、
持続可能な社会への貢献を目指します。
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東リ・カーペット生産部門は
ISO14001の認証を
取得しています。
認証範囲：カーペットの製造

ISO 14001

JTCCM
EMCA

RE 0707
https://www.jtccm.or.jp/
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産業廃棄物となり焼却や
埋め立てになります。

リサイクル塩化ビニル樹脂として当社グループ
が購入します。2021年度は塩化ビニル樹脂総量
の10％となりました。

当社グループの工場でリサイクル材の一部とし
て使用し、ビニル床シートやビニル床タイルとし
て生まれ変わります。製造時に発生する端材等
も多くは廃棄せず、工場内もしくはグループ工場
で製品の材料としてリサイクルしています。

病院や学校、オフィスなどさまざまな場所で長年
ご使用いただいています。

廃
棄
す
る
と
…

廃棄せず、リサイクル

※ 総排出量におけるグループ内リサイクル物+有価リサイクル物の割合 （2019年度比）（2019年度比）

2023年度2023年度2023年度2023年度

60%
以上削減

2030年度までに　　2030年度までに　　

40%
以上削減

85%
以上

90%
以上

2030年度までに2030年度までに

目標 目標 目標 目標 目標

（2020年度比）

2030年度までに2030年度までに

30%
削減

リサイクル率※ 産業廃棄物排出量 CO2排出量（スコープ1・2）

塩化ビニル樹脂  リサイクル材料の使用割合

塩化ビニル樹脂
（バージン材料）

72％

2021年04月
　　▼
2022年03月

その他
リサイクル材料
からの塩化ビニル樹脂

18％

使用済み
農業用ビニル
からの塩化ビニル樹脂

10％

※ 樹脂量換算での割合

産業廃棄物削減量／ CO2削減量※2

2021年度 2022年度

産業廃棄物
削減処理量 約700 t 目標：約2,300 t※1

CO2削減量※2 約930 t-CO2 目標：約2,500 t-CO2

※1  市中廃材処理も含む
※2  CO2削減効果および目標はサプライチェーン全体（スコープ1 ～ 3）の合計数値
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確立に向けた取り組み ③

＜TOLI完全循環型リサイクルシステムの推進＞
　当社が使用済みタイルカ－ペットを回収し、当社グル－プ

の工場にてタイルカ－ペット廃材をリサイクルチップに加工

し、製造したリサイクルチップをタイルカ－ペットのバッキン

グの一部として再利用します（サスティブバック）。

　当社は、「TOLI完全循環型リサイクルシステム」を推進

し、サステナブルな社会の実現に貢献していきます。

環境対応タイルカーペットの“製造”使用済みタイルカーペットの“回収”

タイルカーペット廃材の“再資源化”

製 造

再資
源化

TOLI完全循環型
リサイクルシステム

回 収

＜使用済みタイルカ－ペットの回収＞　広域認定制度の活用

　当社は国内で唯一、使用済みタイルカ－ペットの回収が

認可されているカ－ペットメ－カ－です。
対象地域
首都圏の都市部
その他の地域につい
てもご相談に応じま
す。

リサイクル可能な床材
東リ製 塩ビバック・タイルカーペットの 
使用済み廃材

（注）�一般家庭の廃棄物は対象としていません。

【お問合わせ先】（東リ株式会社 CS 環境室）
TEL 東京 03-5470-1956  伊丹 06-6494-1535

確立に向けた取り組み ④

＜見本リサイクルセンターにおける廃棄物の削減＞
　2022年8月、伊丹本社内に見本リサイクルセンターを開設

しました。従来廃棄していた見本帳や現物サンプルを、廃棄

物と原材料還元可能な資源に分別することで、廃棄時に排出

するCO2の削減を図ります。

　開設初年度は商品改廃時に発

生する伊丹本社管轄の未配布廃

番見本帳および現物サンプルを対

象として分別を進めています。

確立に向けた取り組み ⑤

＜環境配慮型製品の開発・提供＞
「タイルカーペットGA-3600サスティブバック」

　サスティブバックはタイルカーペットのバッキング層の一

部にリサイクルチップを使用した当社の環境対応タイル

カーペットバッキングです。当社グループ生産工場で発生

したタイルカーペット廃材と市場から回収した使用済みタ

イルカーペットを再資源化し、産業廃棄物排出量の削減に

寄与します。将来的には当社グループ内（タイルカーペット

生産工場）でのゼロエミッションを目指すと共に、使用済み

タイルカーペットのリサイクル拡大に取り組んでいきます。

環境指標  実績と推移

サンプル帳分解作業

年間のCO2排出削減量
約9,000t/年※

サスティブバック

「生産」から「廃棄」にわたるライフ
サイクル全体を通して、環境の負荷
が少なく、環境保全に役立つと認
められた製品です。

未利用繊維、リサイクル繊維、再生
プラスチックおよびその他の再生材
料の合計重量が製品全体重量比で
25%以上使用されている製品です。

エコリーフ宣言（マーク）は、一般社団
法人サステナブル経営推進機構が運
営するSuMPO環境ラベルプログラ
ムで認証したマークです。 LCA (ライ
フサイクルアセスメント) によって得
られた製品の定量的環境影響データ
を検証･公開するものです。

アメリカのカーペット・ラグ協会
（CRI）により設定された、カーペッ
ト製品の室内空気環境の認証シス
テムです。

エコマーク

グリーン購入法適合品

エコリーフ

グリーンラベルプラス

0.7235.2
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総排出量とリサイクル率の推移

東リグループ CO2排出量（スコープ1：燃料系） 東リグループ CO2排出量（スコープ2：電力）

製造におけるCO2総排出量

東リグループのCO2排出量と環境負荷低減目標

製造におけるCO2排出量（原単位）

スコープ1・2集計対象：本社、営業所、伊丹工場、厚木工場、東リ物流（株）、他グループ会社。東リグループ内の工場・倉庫間輸送および出荷のともなう荷役・保管・輸配送は、スコープ1・2にて算定。

集計対象範囲：伊丹工場、厚木工場、広化東リフロア（株）、滋賀東リ（株）、滋賀東リ（株）
伊丹事業所、岐阜東リ（株）、山天東リ（株）、東リオフロケ（株）、（株）東リインテリア企画

集計対象範囲：左記に同じ
CO2排出量（原単位）＝燃料および電気の使用によるCO2排出量（t-CO2）÷生産数量（千㎡）

75.6
71.7

75.3
73.082.1

19.9 19.9
21.0

19.4

21.4

32.1

17.6

14.5

34.4 2030年度目標

30％削減
（2020年度比）19.2

15.2

伊丹工場
3.5千t-CO2

23%

厚木工場
2.5千t-CO2

16%

滋賀東リ（株）
2.3千t-CO2

15%

2021年度 

約15.2
千t-CO2

厚木工場
5.9千t-CO2

31%

伊丹工場
3.4千t-CO2

18%

滋賀東リ（株）
2.5千t-CO2

13%

2021年度 

約19.2
千t-CO2

（年度）

（千t） （%）総排出量＋

スコープ1（燃料系） スコープ2（電力）

リサイクル率

岐阜東リ（株）
2.1千t-CO2 14%

滋賀東リ（株）
伊丹事務所
2.0千t-CO2 13%

グループ販売会社

1.6千t-CO2 11%

その他
1.2千t-CO2 8%

█ ：2019年度より東リ物流のデータを算入

広化東リフロア（株）
2.0千t-CO2 10%

岐阜東リ（株）
1.7千t-CO2 9%

物流（東リ所有倉庫：
保管・荷役等）
0.9千t-CO2 5%

滋賀東リ（株） 伊丹事務所
0.6千t-CO2 3%

その他 2.2千t-CO2 11%

総排出量 排出物の総重量 ※東リグループ内リサイクル物、
有価リサイクル物、専ら物、廃棄物の合計

東リグループ内
リサイクル物

排出物の中で東リグループ内の製造工程に
還元したもの

有価リサイクル物 排出物の中で有価物として売却したもの

集計対象

本社、伊丹工場、 厚木工場、広化東リフロア(株)、
滋賀東リ(株) 、滋賀東リ(株) 伊丹事業所、
岐阜東リ(株)、山天東リ(株)、 東リオフロケ(株)、
(株)東リインテリア企画、 東リ物流(株)

　2021年度は生産数量の増加によりCO2排出量は増加

しました。

2021年度のおもな取り組み

● 生産工程の見直しによる省エネ推進
● 廃熱ボイラーの活用やインバータ化等による設備高効率化
● 屋内照明のLED化
● 社用車の一部HV化

※ GA-3600を基準に従来品（リサイクル材を使用していない）との比較
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TCFD提言に基づく情報開示と対応

　当社は2022年4月１日より気候変動対応プロジェクトマネージャーを新設し、同5日に金融安定理事会（FSB）の気候関連

財務情報開示タスクフォース（TCFD）提言への賛同とコンソーシアムへの参画を表明しました。気候変動がもたらす事業へ

のリスクと機会について、関連情報の開示の質と量を充実させると共に、気候変動に対する分析と取り組みをより一層強化し

ていきます。なお、TCFD関連情報は、当社ホームページのＩＲ情報に開示しています。

TCFDへの対応

環境会計
　

環境保全対策にともなう経済効果� （単位：百万円）

効果項目 2021年度

収入※2 有価物売却による収益 42.5

費用削減※3
エネルギー費用削減 -171.6

廃棄物処理費用削減 -24.6

合計 -153.7

※2   有価物を廃棄処理した場合の推定支払費用＋実際の収入額
※3   実績値の前年度差額（＋は費用削減、－は費用増加）

環境保全効果
効果項目 2020年度 2021年度

エネルギー使用量 （千GJ） 672.5 717.0

二酸化炭素排出量※1 （千t） 29.8 32.1

廃棄物総排出量※1 （千t） 19.8 21.7

リサイクル率※1 （％） 74.0 72.7

※1   P.18のグラフとは集計範囲が異なるため値が異なります。

環境保全コスト� （単位：百万円）

分類 おもな取り組み内容
2020年度 2021年度

費用 投資 費用 投資

(1)　事業エリア内コスト 426 57 423 68

内訳

(1)-1　公害防止コスト 公害防止設備の導入や維持管理 122 55 135 17

(1)-2　地球環境保全コスト 省エネルギー設備の導入や維持管理 20 2 48 51

(1)-3　資源循環コスト リサイクル、廃棄物処理、プレカット 284 0 240 0

(2)　上・下流コスト エコマーク使用料 5 0 9 0

(3)　管理活動コスト 環境マネジメントシステムの維持、植栽管理 28 0 30 0

(4)　研究開発コスト 環境配慮型商品の開発 91 2 81 129

(5)　社会活動コスト — 0 0 0 0

(6)　環境損傷対応コスト 汚染負荷量賦課金（大気） 1 0 1 0

合計 551 59 544 197

集計対象：�本社、営業所、伊丹工場、厚木工場、広化東リフロア（株）、滋賀東リ（株）、滋賀東リ（株）伊丹事業所、岐阜東リ（株）、山天東リ（株）、東リオフロケ（株）、
（株）東リインテリア企画、東リ物流（株）

集計参考：環境会計ガイドライン2005年版（環境省）

・�環境省、経済産業省「サプライチェ 
ーンを通じた温室効果ガス排出量算
定 に 関 す る 基 本 ガ イド ラ イ ン

（ver.2.4）」をもとに算出しました
・�当社グループ内の工場、倉庫間輸

送、出荷にともなう委託先倉庫の荷
役・保管および輸配送は、環境省ガイ
ドラインに従いスコープ3のカテゴリ
4にて算定しました

・�スコープ3の算定は当社が販売する
製品に関する事業活動部分を算定、
当社グループ販社の他社仕入販売
は算定対象に含みません

・�四捨五入の影響により合計は100％
になりません

・�スコープ３の各カテゴリの算定は、
継続的に算定精度の向上に努め、見
直しを行っています

以下の表に示す政府機関および研究機関で開示されているシナリオなどを参照しています。

世界観 分析に用いたシナリオ

2℃ SDS（持続可能な開発シナリオ）： IEA 「World Energy Outlook 2021｣ RCP2.6（2℃シナリオ）： IPCC「AR5」

4℃ STEPS （公表政策シナリオ） ：IEA 「World Energy Outlook 2021｣ RCP8.5 （4℃シナリオ）： IPCC「AR5」

＜シナリオ分析＞ 
　当社では、将来における気候変動のシナリオとして、 2℃と4℃の温度帯を想定し、2030年におけるシナリオ分析を実施し

ています。
※ シナリオ分析につきまして、まずは売上構成比の高い国内事業から開始しました。 今後順次、 海外事業にも展開していきます。

2℃の世界
社会の環境配慮に則した
サーキュラーエコノミー型
事業の構築

■原材料
● �需要増加によるリサイクル 

原材料の価格上昇
● �環境規制によるバージン 

原材料の価格上昇
● �規制による原材料メーカー

の廃業

■政策、エネルギー
● �カーボンプライシングの導入
● �再生可能エネルギーの導入
● �自社発電へのインセンティブ

■政策、エネルギー
● �化石燃料への依存
● �再生可能エネルギーの導入

■当社の対応
● ��安定調達や供給に影響する

異常気象への事前対応
● �自然災害に脆弱な保有資産

の補強
● ��従業員の感染症リスク増加

への対応

■原材料
● �気候変動による 

原材料の供給不安

■市場
● ��気温上昇の環境に合った 

製品需要増加
● �省エネルギーニーズの高まり

■環境
● �自然災害の増加、激甚化
● �平均気温の上昇
● �海面の上昇
● �(熱帯性) 感染症の増加 

■当社の対応
● ��廃材回収や完全活用等のサー

キュラーエコノミー型事業の
確立

● �高効率設備の導入や商品の
軽量化促進、 輸配送の環境
負荷軽減

● ��技術開発 (リサイクル技術、
効率的に加工する技術)

● ��CO2排出量削減に貢献する
商品、サービスの展開

■環境
● �自然災害の増加、激甚化
● �平均気温の上昇
● �海面の上昇
※いずれも4℃の世界ほどではない

■市場
● �環境配慮型商品の需要増加
● �省エネルギーやゼロエネル

ギー、長寿命化ニーズの高ま
り (ZEB、ZEH)

役割
●取締役会

CSR委員会より付議・報告された気候変動対応に
関わる重要事項の審議・決定・監督・指示

●CSR委員会
気候変動に関わるリスク・機会の特定
特定したリスク・機会に対する対応策の策定
目標指標の策定
進捗管理およびモニタリング　等

●CSR実行委員会
各部門におけるリスク・機会の特定およびその対応
重要事項のCSR委員会への付議
進捗管理およびモニタリング
各部門への展開・フォロー

推進体制図

関
連
部
門
／
関
係
会
社

取締役会

4℃の世界
増大する自然災害へのBCP対応

付議・報告

付議・報告

監督・指示

監督・指示

CSR委員会
委員長：代表取締役社長
委　員：取締役（独立役員含まず）

※ �気候変動対応プロジェクトマネージャー 1名
オブザーバー : 監査役（独立役員含まず）

CSR実行委員会
委員：
事業本部・営業本部・管理本部を管掌する執行役員の代表者

指示

報告

東リグループ　CO2排出量　

●スコープ1
15千t-CO2　3%
●スコープ2
19千t-CO2　4%

●カテゴリ1
（購入した製品・サービス）

354千t-CO2　79%

●スコープ3
414千t-CO2　93%

2021年度

約448
千t-CO2

●その他
1千t-CO2　0.2%

●カテゴリ12 （販売した製品の廃棄）

25千t-CO2　6%

●カテゴリ5（事業から出る廃棄物）

4千t-CO2　1%

●カテゴリ4（輸送、配送（上流））

13千t-CO2　3%

●カテゴリ3
（スコープ1、2に含まれない
燃料およびエネルギー活動）
7千t-CO2　2%

●カテゴリ2（資本材）

10千t-CO2　2%
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● ダイバーシティマネジメントの推進

全ての人権の重要性を認識し、事業活動における人権尊重の実践を目指します。

CSR
基本方針

CSR
基本方針

ダイバーシティマネジメントの推進

　企業が事業環境の変化に柔軟に対応するためには、組織の多様性が重要です。社員の能力や個性、価値観、働き方が成長

に繋がっていくよう、当社はダイバーシティマネジメントの推進に取り組んでいます。

女性技術者の活躍

　質量の大きな建築資材の製造現場といえば、過去は「男

性だけの職場」といっても過言ではありませんでした。しか

しながら、インテリア資材に対する女性視点のモノづくりや、

メーカーにとって最も大切な見えざる資産としての「技術力

向上」に向け、当社では、かねてより男女の垣根なく優秀な

人材を積極的に採用しています。また、過去5年間の技術職

での女性採用比率は、ほぼ50％で推移しており、個性豊か

な女性技術陣がモノづくりの中核で活躍しています。

　加えて、技術者として一定期間経験を積んだ後、活躍の

場を企画部門に広げる社員もおり、得意分野や各自の感性

を自由に発揮して、多様性のある労働環境づくりに一役を

担っています。

　「女性活躍推進法」に基づいて作成した行動計画では、

「女性管理職比率10％の達成および維持向上を目差す」こ

とを目標に掲げ、2020年度から3年連続で達成し続けてい

ます。

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

女性従業員数※1 245人 241人 258人 264人

新卒・中途女性採用者数 26人 19人 24人 17人

女性管理職者数 21人 22人 23人 24人

女性管理職比率※2 9.8% 10.3% 11.0% 11.5%

女性役員比率※3 5.0% 9.5% 13.0% 13.0%

東リ単体（各年度6月末時点データ）
※1 出向者・パート除く
※2 管理職に占める女性管理職の割合
※3 役員（取締役・監査役・執行役員）に占める女性役員の割合

社員インタビュー

多様性を認め、キャリア形成できる風土醸成を目指す
　職種、管理職や経営層といった各分野や階層に、まんべん
なく女性、外国籍の方や障がいのある方がいることが当たり
前の状況で、一人ひとりの強みを生かし、チャレンジを後押
しする職場環境が大切だと考えています。
　近年、育児参画に積極的な男性社員も増えてきました。ま
た現在部下の半数が女性ですが、多様性を持った社員が活
躍し続けるためには、時間や場所にとらわれない労働環境
の構築やITツールの活用、男女関係なく「働き続ける」から
一歩進んで「キャリア形成」を希望する社員が活躍できる風
土醸成が不可欠だと思います。

技術開発部床材開発グループ　グループリーダー　西山　知也

＜リスクと機会＞
　当社のリスク・機会につきましては、リスク・機会の要因毎にサプライチェーンそれぞれの段階を想定して洗い出しを実施し

ました。その中から、特に当社への影響が大きく、実際に起きる可能性も高いと想定されるリスク7項目、機会6項目を特定し

ました。

＜戦略（対応策）＞
　シナリオ分析に基づき特定したリスク・機会に対し、中長期での対応策を継続的に実施し、事業活動のレジリエンスを高め

ていきます。

対応策 具体的内容

● �グループ計画の着実な実行による 
温室効果ガスの削減

① ｢減らす」… �<スコープ1、2> 節減･高効率設備の導入・工程見直し 
<スコープ3>輸配送エネルギーの削減

② ｢創る｣ … 太陽光発電設備の導入
③ ｢置き換える｣ … �<スコープ1、2> 低排出エネルギー、 再エネ電力等への切替 

<スコープ3> 排出係数の低い原材料への切替

● �環境配慮型商品・サービスの 
拡大、利益率の改善

①エコマーク商品等のリサイクル原材料使用商品の拡大
②長寿命・省メンテナンス (NWシリーズ等) 商品の拡大
③簡易施工商品の拡大 (接着剤不要床材等)	 ④商品の軽量化の推進
⑤新たな環境配慮型商品･サービスの展開	 ⑥リサイクル原材料の使いこなし技術の向上

● �リサイクル原材料の確保と利用 ①広域認定等による市中廃材の回収	 ②タイルカーペット事業のゼロエミッション化
③リサイクル原材料の安定調達ルートの構築	 ④リサイクル原材料の使いこなし技術の向上
⑤事業横断型の原材料活用推進

● � 川上工程の内製化 ①川上原材料の内製化技術の確立	 ②原材料製造設備の新規導入
③さまざまな原材料への対応技術の拡大	 ④中間処理、リサイクルのための新規設備投資と安定稼働

● �サプライチェーンBCPの強化 ①サプライチェーンまで含む事業継続計画(BCP)の強化

● �輸配送の改善 ① ｢減らす｣ … �<スコープ3> 輸配送エネルギー・コストの削減 
・商品の軽量化	 ・輸配送の効率化 
・保管・荷役の効率化	 ・委託先への輸配送エネルギー効率の改善要請

リスク

種類 リスクの発生
する要因 具体的内容 財務

影響

リ
ス
ク

移
行
リ
ス
ク

政
策
規
制

カーボン
プライシングの
進行

カーボンプライシングの導入、上
昇によりエネルギーコスト･原材
料コストが増加する。

大

カーボンプライシングの導入に
伴い、民間需要が停滞し、売上が
減少する。

小

技
術

既存商品/
サービスの
環境配慮型
オプション
への置換

排出係数の高い原材料から低い
原材料への転換に伴い、設備投
資・開発・調達コストが増加する。

大

環境配慮型
技術への移行に
伴う先行
コスト

循環型事業へシフトすることによ
り設備投資・開発コストが増加す
る。

大

省エネルギー・長寿命･簡易施
工・軽量商品の開発・設計コスト
が増加する。

小

市
場 原材料価格

上昇

原材料価格が上昇し、内製化施
策を取った場合、設備投資･開発
コストが増加する。

大

物
理
的
リ
ス
ク

急
性 台風や洪水など

の異常気象の
重大性と頻度の
上昇

被災によりサプライチェーンが寸
断し、事業活動の停止や縮小が
起こることにより売上が減少す
る。 また、対策によりコストが増
加する。

小

機会

種類 機会の発生
する要因 具体的内容 財務

影響

機
会

資
源
の
効
率

サーキュラー
エコノミー型
事業の確立

市中廃材や自社工場で発生する廃材を
リサイクル原材料にするリサイクル事業
の確立により、原材料コストが減少する。
また、CO2排出量削減への貢献に伴い企
業評価が向上し、売上が増加する。

大

エ
ネ
ル
ギ
ー
源

高効率設備の
導入等による
エネルギーコ
ストの抑制

CO2排出量削減に貢献する高効率設備
の導入や商品の軽量化、輸配送の効率
化により、サプライチェーン毎のエネル
ギーコストが減少し、利益が増加する。

小

製
品
お
よ
び
サ
ー
ビ
ス

R&Dとイノ
ベーションを
通じた新商品・
サービス開発

リサイクル比率の拡大やCO2排出量の削
減、製造コスト縮減に対応するための技
術を確立し、それら技術を応用した環境
配慮型商品・サービスの展開により、売
上が増加する。

大

低CO2排出素材等、さまざまな原材料へ
の対応や効率的に加工する技術を高め、
原材料調達の選択肢が増えることによ
り、事業継続力が高まると共に製造コス
トが減少する。

小

CO2排出量削減に貢献する新商品や
サービスを提供することにより売上が増
加する。

中

市
場

公共セクター
のインセンティ
ブの利用

リニューアル、建替需要が発生し、売上
が増加する。 小

※財務影響：2030年度時点の影響
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